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Ⅵ．持分譲渡による出資者変更（買収・撤退） 

 

1．持分譲渡とは 

持分譲渡とは、出資者（A）が、中国法人（C）の出資持分を、他の出資者（B）に譲渡する行

為を指す。 

現出資者（A）と新出資者（B）は、中国居住者の場合と、非居住者の場合の双方が考えられる。 

 

・外資企業の持分を、外国出資者が内国出資者に譲渡した場合（出資比率が 25％未満となった

場合）、外資企業の登記を内資企業に転換する必要がある。 

・外国企業の持分を、内資企業が購入する場合、持分譲渡代金は、内資企業（購入者）から外

国企業（譲渡者）に対して対外送金する必要がある。 

この場合、持分譲渡に関する認可機関の認可証を提示して、外貨管理局で送金許可を取得す

る必要がある。 

 

2．持分譲渡の手続 

外商投資企業の出資者が持分譲渡を行う場合の手続と注意点は、以下の通り。 

 

① 合弁パートナーの同意取得と董事会決議 

合弁企業の出資者が、持分譲渡を行う場合は、合弁パートナーの同意が必要。 

中外合資経営企業法実施条例第 20 条には、以下の内容が定められている。 

・合弁当事者の一方は、その持分の全部、又は一部を第三者に譲渡する場合、他の合弁当事 

者の同意を得た上で、審査認可機関に報告して認可を受け、登記管理機関で変更登記の手続

を行わなくてはならない。 

・合弁当事者の一方が、その持分の全部、又は一部を譲渡する場合、他の合弁出資者は、優先

購入権を有する。 

・合弁当事者の一方が、第三者に持分を譲渡する条件は、他の合弁当事者に譲渡する条件より

有利であってはならない。 

以上の内容に違反する場合、その譲渡は無効になる。 

この前提で、合弁パートナーの同意を取得した上で、持分譲渡に関する董事会決議を行う。 

 

② 認可機関の許可取得 

持分譲渡に関する董事会決議後、持分譲渡に関する政府機関の許可を取得する。 
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「外商投資企業出資者の持分変更に関する若干の規定（対外貿易経済合作部・国家工商行政管

理局[1997]外経貿法発第 267 号）、以下、持分譲渡規定」には、持分変更の審査・認可機関が、

当該企業の設立を批准した審査・認可機関である事が規定されている。 

つまり、商務主管部門に許可申請を行う事になる。 

 

持分変更の認可取得に際して必要な書類 

・持分変更申請書 

・外商投資企業の元の合弁契約書、定款、及びその修正内容 

・外商投資企業の設立認可及び営業許可証のコピー 

・持分変更に関する董事会決議書 

・持分変更後の董事会構成員名簿 

・譲渡・購入者が調印し、その他の投資家が署名、若しくは、その他の書面方式により同意し

た、持分譲渡契約書 

・審査機関が要請するその他の資料 

 

持分譲渡契約書の必要記載事項 

・譲渡者及び購入者の名称・住所、及び法廷代表者の氏名・職務・国籍 

・譲渡を行う持分の割合とその価格 

・持分譲渡の期間とその方法 

・購入者が、合弁契約、定款に基づいて享受する権利と義務 

・違約責任 

・根拠法及び争議の解決 

・契約の発効と終了 

・契約締結日時と場所 

 

③ 持分変更登記 

審査認可機関（商務主管部門）は、企業が持分変更申請受領後、30 日以内に認可するか否かの

回答を行う事とされている。認可機関の許可取得後 30 日以内に、企業は、審査認可機関で外商

投資企業の認可証書変更手続を行う必要がある。 

これらの手続終了後、所管の工商行政管理局（商務部認可＝国家認可が行われた場合は、国家

工商行政管理局、若しくはその委託機関）で変更登記を行い、出資更正変更後の営業許可証が

発給される。 
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3．持分譲渡代金の送金 

持分譲渡代金は、当事者間（譲渡者・譲受者）で直接行う。 

よって、日本企業間で譲渡を行う場合は、日本で代金決済を行う事になり、中国の外貨管理

から外れる事になる。 

一方、日本企業が中国企業に譲渡する場合、持分譲渡代金が中国から日本に支払われる事に

なる。以前は、持分譲渡代金の対外決済に関して、外貨管理局の許可が必要であったが、「直

接投資に係る外貨管理政策のさらなる改善及び調整に関する通知 （匯発[2012]59 号）」により、

外貨管理局の許可は不要となり、商務主管部門の持分譲渡許可の情報を、所管の外貨管理局で

登録（備案）するだけで、対外送金が認められる様になった。 

 

4．持分譲渡の会計・税務処理 

譲渡額は、当事者間で合理的に取り決めた価格（時価）に基づく。 

また、譲渡代金の決済も当事者間で行う（中国法人 C を経由する必要はない）。 

 

＜持分譲渡の会計処理＞ 

現出資者（A）：時価で出資持分を譲渡し、簿価との差額を持分譲渡損益として計上。 

新出資者（B）：購入金額＝時価金額で出資を計上 

買収対象会社（C）：経理処理なし。 

 

図 10. 

 

 


